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経営理念が従業員のエンゲージメント向上に影響する

組織内要素との関係性 1

－リーダーの役割が経営理念浸透と従業員のエンゲージメントに与える影響－

経営管理研究科 31 期修了生
 真栄城 健

（北中城若松病院 キャリア推進室 主任）

【要約】

本研究は、経営理念の浸透が従業員のエンゲージメントに与える影響とそのメカニズムを明らかに

することを目的とし、質問紙調査を通じて実証的に検討した。その結果、経営理念への共感は理念の

浸透度と有意に関連し、リーダーの理念に沿った行動やエンゲージメントに関連する行動は、従業員

のエンゲージメントを高める要因であることが示唆された。さらに、心理的安全性や理念に共感しや

すい組織文化といった環境要因が、理念の内面化とエンゲージメントの促進に寄与している可能性が

示唆された。理念の浸透とエンゲージメントの関係は相互的であり、リーダーはその結節点として重

要な役割を果たすと考えられる。今後は、理念を共有するだけでなく、現場に根ざしたリーダーの行

動や組織文化の醸成が、理念の実践と組織の活性化につながると考えられる。

【リサーチ・クエスチョン】

1. メインリサーチ・クエスション

「経営理念が従業員のエンゲージメント向上に寄与するプロセスとそれに影響する組織内要素とは

何か」

2. サブリサーチ・クエスション

（1）�「経営理念の浸透が従業員のエンゲージメント向上にどのような影響があるのか。」

仮説 1） �経営理念が従業員に浸透している組織では、従業員のエンゲージメントが高い。

（2）�「リーダーの役割が経営理念の浸透と従業員のエンゲージメント向上にどのような影響がある

のか」

仮説 2）�効果的なリーダーシップが存在する組織では、経営理念の浸透が促進され、従業員のエン

ゲージメントが向上する。　　　　　　

（3）�「従業員のエンゲージメントの向上が、従業員個人（ワーク・エンゲージメント）へどう影響

するのか」

仮説 3）�従業員のエンゲージメントが向上することで、仕事に関するポジティブで充実した心理状

態になる。

（4）�「経営理念の浸透と従業員のエンゲージメントが、エンゲージメントの組織文化にどのような

1　�本論文は、筆者が令和７年 SBI 大学院大学経営管理研究科へ提出した修士論文を一部修正したものである。
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関係があるのか」

仮説 4）�経営理念の浸透レベル、従業員のエンゲージメントが高い組織は、エンゲージメントの組

織文化が形成されやすい。
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【はじめに】

昨今、変化が激しく複雑・不確実な経営環境の中で、企業の社会的責任や存在意義、目的を示すバ

リューやパーパスの重要性が高まっている。人的資本経営において理念を掲げる企業も増え、経営理

念の機能が注目されている。経済産業省は 2022 年に「伊藤レポート 2.0」2 を公表し、人材戦略に求

められる 3 つの視点、5 つの共通要素を提示。社員エンゲージメントの向上が求められ、組織へのエ

ンゲージメントを測定する企業が増加している。

本研究では、経営理念が従業員のエンゲージメントにどう影響するか、そのプロセスや要因を検討

する。特に、リーダーの理念浸透への役割や、エンゲージメントが従業員の意識・行動に与える影響、

両者の相互作用に焦点を当てる。

2　�経済産業省は 2019 年に「持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会」を組成し、2020 年に研究
会の成果として「人材版伊藤レポート」を公表した。3 つの視点、①経営戦略と人材戦略の連動、②目指
すべきビジネスモデルや経営戦略と現時点での人材や人材戦略との間のギャップを把握できているか、③
人材戦略が実行されるプロセスの中で、組織や個人の行動変容を促し、企業文化として定着しているか。
5 つの共通要素，①動的な人材ポートフォリオ、②知・経験のダイバーシティ＆インクルージョン、③リ
スキル・学び直し、④社員エンゲージメント、⑤時間・場所にとらわれない働き方。
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1. 先行研究による定義と概要

1.1 経営理念の定義

昨今、不安定な環境下において組織が方向性を見失わないためには、経営理念が単なる標語ではな

く、組織の意思決定や行動を導く「共有された指針」として実質的に機能することが求められる。経

営理念の定義は、重要性が広く認識されつつも、研究者ごとに視点や解釈が異なり多様である。

Collins ＆ Porras（1996）は、基本理念は「核となる価値観」と「存在意義」から構成されるとし、

組織の一体感を保ち、「価値観」は行動の指針となり、「存在意義」は組織の永続性と適応力を高める

点で有用であるとしている。また、梅澤（1994）は経営理念を「経営活動に関し、企業が抱いてい

る価値観であり、企業が経営活動を推進していくうえでの指導的な原理であり、指針」とし、理念が

実際の行動に結びつく重要性を示している。

伊丹・加護野（2009）は、経営理念は「組織の理念的目的」と「経営行動の規範」という二層で

構成されているとし、経営理念の抽象的側面と実践的側面をバランスよく捉えた視点であると考える。

北居・松田（2004）や横川（2010a）、瀬戸（2017）、杉本（2023）も共通して、経営理念を経

営者や組織体の信念・価値観・指針としており、それらを社内外に公表することによってステークホ

ルダーとの信頼関係を築く役割を果たす点を重視している。

松葉（2008）は、経営理念を「企業経営上の価値観ならびに行動規範を、企業の顧客、従業員を

はじめ利害関係者に示すもの」と定義し、理念が組織内外への価値観の共有と行動指針としての役割

を強調している。廣川・芳賀（2015）は、「組織に内在した価値観や行動規範であり、経営活動を通

じて社会に発信されるもの」と定義し、経営理念が組織内部に根付く価値観であると同時に、社会へ

の発信を通じて外部にも影響を与えるとしている。また、田中（2021）は、「社内外で公表された、

経営者および組織体の明確な信念・価値観・行動規範」と定義し、理念の公表や浸透を通じた実践性

に着目している。

樽崎（2011）は、先行研究者の定義をもとに、経営理念を構成する要素として①「価値観」、②「目

的・存在意義」、③「事業範囲・方向性」の三つの要素を挙げている。「価値観」は従業員のモチベー

ションを高める方向性、「事業範囲・方向性」は戦略策定に資するベースとなる機能、「目的・存在意

義」は両者をつなぐ中間的役割を担っており、これらの集合体としての経営理念は、組織のモラール

や文化、戦略にまで影響を与える枠組みであると述べている。

以上のように、経営理念は、企業の存在意義、経営者の信念、組織の価値観や行動規範を明文化し

たものであり、組織のアイデンティティを示す根幹的な要素である。研究者により表現の違いはある

ものの、「価値観」「信念」「行動規範」といったキーワードは共通しており、それらは企業の方向性

を示す羅針盤として機能している。

本論文では、これら先行研究を踏まえた上で、経営理念を「組織の追求するあるべき姿や価値観、

行動規範、信念を明文化し、従業員の意思決定や行動に方向性を示すための羅針盤」と定義する。

1.2　経営理念浸透の定義と浸透策

経営理念の定義でも述べた通り、理念は企業の存在意義や価値観を示す羅針盤として機能し、組織

の意思決定や行動を方向づける役割を担っている。しかし、単に明文化された理念が存在するだけで

は十分ではない。それが表面的なスローガンで留まるのではなく、組織内で共有され、日々の業務の

中で実践することで、経営に貢献することが理念の浸透としている（小森谷、2011）。この背景から、
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経営理念の機能やその浸透が改めて注目されている。

経営理念の浸透に関する先行研究は、理念が知識や指針に留まらず、組織成員の価値観や行動に深

く根付くことの重要性を示している。松岡（1997）は、理念の浸透について「理念の言葉を知って

いる浅い段階」から「自己体験」、理念の現実のギャップと矛盾に対して内省を通じた「理念の解釈

と言語化」を経て「行動に結びつける深いレベル」に至るプロセスとしている。

廣川・芳賀（2015）もまた、理念の浸透を「知識」「共感」「理解」「行動」の 4 段階で捉え、最

終的に行動として表出することが理念浸透と述べている。

この段階的モデルは、理念の言語的な理解だけでなく、「どのレベルまで浸透しているか」を内面

的な共感や価値観の共有、そして日々の行動との整合性を含めて総合的な評価指標として実用的であ

る。

横川（2010b）は、「理念の諸機能を自社の存在意義、将来に向けての方向性、社会的責任意識の高揚、

従業員の動機づけ、一体感の醸成、行動規範といった規範側面への具現化、そして、経営目標や戦略、

組織・制度といった実践的側面への具体化を促進していく活動」を理念浸透の定義とし、理念が組織

全体の一貫性を確保する役割を担うと述べている。

このことは、経営理念の浸透が組織の方向性を明確化すると同時に、経営目標や戦略、従業員の主

体的行動を支える基盤として機能することが示唆される。

北居（1999）は、理念が組織成員に内面化されることで「自律的な行動制御」が可能になるとし、

経営理念が成員の行動の自動的な規範となる状態を理念浸透としている。一方、高尾・王（2012）は、

個人アイデンティティと組織アイデンティティの重なりが感じられ、組織理念と個人の価値観が共鳴

することで一体感が生じる状態を浸透の結果としてとらえている。

このことから、従業員が組織の方向性と価値観に共感し、経営理念と個人が一体感を持つような状

態を経営理念が浸透している状態と言える。

さらに、金井（1997）は「腹落ち」という表現で、理念が個人の価値観として深く納得されるこ

との重要性を示し、理念が内面化されるプロセスにおける心理的転換点といえる。小玉（2012）も

また、理念が行動レベルに反映される状態を定着化とし、理念が文化として組織に根付くことが重要

としている。

廣川・芳賀（2015）は、理念の浸透が単に組織への適応を促すだけでなく、従業員の内発的モチベー

ションや職業的アイデンティティを高め、業務成果にも好影響をもたらすと述べている。

このように、先行研究に共通する視点として、「理念浸透とは、組織成員が理念を理解・共感・内

在化し、それを自律的に行動へと結びつける一連のプロセスである」という点が挙げられ、理念が単

なる指針ではなく、組織の一貫性を確保し、社員の価値観や行動に深く根付く重要性を示し、組織文

化や組織マネジメントのあり方とも深く関係している。

上述した定義を踏まえ、本論文での経営理念の浸透を「組織内の従業員が経営理念を理解し、共有し、

それに基づいて意思決定や行動し、組織文化として自然に体現されている状態を指す。」と定義する。

理念を浸透させるには、共鳴と実務への仕組みづくりが重要である。経営理念の浸透策として、梅

澤（1994）は、①理念を反映した社風づくり、②知識と情緒の両面を重視した理念教育、③制度や

人事施策への具体化、④企業のシンボル化、⑤企業文化との関連付け、⑥職務や職場の役割への具体

化を挙げている。また、従業員による「理念の自分化（内面化）」を促進するため、部門ごとの規範

作成やインナーコミュニケーション、インナーイベントの活用が重要と述べており、理念が企業文化

として定着するためには、組織全体の関与が必要であるとしている。
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田中（2006）は、経営理念を実践、体現化する「理念主導型経営」をミッションマネジメントと

位置づけ、理念浸透のプロセスを、「質の高い経営者の存在と理念浸透への努力」、「理念と仕事の整

合性」、「制度に理念を反映」の３段階としている。特に経営者が経営理念の模範的行動を示し、従業

員と対話を重ねることが重要としている。また、管理職を「理念の関節」として教育・評価制度に組

み込むことや、「経営理念遂行度」を評価基準に加える仕組みが有効と述べている。　　

E.Schein（1999, 2010）は、経営理念浸透メカニズムを「一次浸透メカニズム（リーダーの言動・

意思決定・教育）」と「二次浸透メカニズム（報酬制度・人事評価・昇進基準）」に分類して、両者の

整合性が理念浸透の効果を高めていると述べている。特にリーダーの模範的行動と現場との連携は、

理念を形式的な宣言に終わらせず、組織文化として根付かせる鍵となる。

以上の先行研究から経営理念の浸透には、リーダーが模範を示し、対話を通じて理念を業務や制度

に反映させること、従業員が理念を内面化できる仕組みを整えることが不可欠である。理念は単なる

掲示ではなく、行動や制度に具体的に落とし込まれることで、組織文化として定着し、従業員の主体

性・動機づけを高め、組織全体の発展に寄与することが示唆される。

1.3　エンゲージメントの定義と概要

エンゲージメントとは、従業員が組織や仕事に対して主体的に関わる姿勢や意欲、組織への愛着を

示す組織コミットメントを表す概念であり、多くの研究や報告書において様々な視点から定義されて

いる。

経済産業省（2022）は、伊藤レポート 2.0 において、持続的な企業価値の向上のために人材戦略

と経営戦略の連動が重要であるとし、「多様な個人が主体的・意欲的に仕事に取り組む環境」の整備が、

従業員エンゲージメント向上に不可欠であることを示している

経営労務政策特別委員会報告では、「働き手にとって組織目標の達成と自らの成長の方向が一致し、

仕事のやりがい・働きがいを感じる中で、組織や仕事に主体的に貢献する意欲や姿勢を表す概念」と

している。

ウィリス・タワーズ・ワトソン社は、従業員が企業の目指す方向性に「理解・共感」し、「自発的

に貢献しようとする意識」を持つ状態としている。さらに、「理解度（会社の方向性の理解と支持）」「共

感度（帰属意識や誇り、愛着）」「行動意欲（積極的に貢献する姿勢）」の 3 要素が、エンゲージメン

トを構成しているとされ、従業員満足とは異なる概念としている（岡田・吉田、2019）。

すなわち、エンゲージメントは、従業員が企業の成功への貢献意欲を持ち、企業と従業員の双方向

の関係性に基づいた概念である。

Kahn（1990）は、エンゲージメントを身体的・認知的・感情的な力を最大限に活かして仕事に従

事する状態としており、仕事を通じて自分らしさを表現できる状態としている。

Shaufeli ＆ Bakker（2002,2004）、島津（2014）は、ワーク・エンゲージメントを「ワーク・エ

ンゲイジメントは、仕事に関するポジティブで充実した心理状態であり、活力、熱意、没頭によって

特徴づけられる。エンゲイジメントは、特定の対象、出来事、個人、行動などに向けられた一時的な

状態でなく、仕事に向けられた持続可能かつ全般的な感情と認知である。」と定義し、「活力」「熱意」

「没頭」の 3 要素により構成されると述べている。岩澤（2016）は、これら 3 要素は一時的ではなく、

「持続的かつ全般的な感情と認知」としている。

本論文では、これらの先行研究を踏まえ、「組織へのコミットメント（愛着を含む）、自発的な貢献

意欲、仕事に関するポジティブで充実した心理状態」を含む状態を「従業員のエンゲージメント」と
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定義する。

これらの定義により、エンゲージメントは単なる従業員満足度に留まらず、組織の価値や目標に共

感し、持続的かつ主体的に貢献する従業員の姿勢と認識される。また、組織と従業員の双方向の関係

性が強化されることにより、エンゲージメントは組織の文化や人材戦略の重要な基盤となり得る。

1.4　組織文化の定義と概要 

組織文化の定義に関する議論では、組織文化が組織の価値観や行動を支える重要な基盤とされ、様々

な視点から示されている。

伊丹・加護野（2009）は、「組織文化とは、組織のメンバーが共有するものの考え方、ものの見方、

感じ方」であるとし、「組織しての価値観」と「共有されたパラダイム」の 2 つの部分からなるとし

ている。組織文化の意義と機能については、価値観・パラダイム・行動規範の三層構造が一貫して共

有されることの重要性を示してしている。これらの共有が組織内の一体感や連帯感を生み出し、意思

決定や行動に直結し、内外で整合性を保つことの重要性が示唆される。

それを踏まえ、組織文化の定義を「価値観、パラダイム、行動規範、として組織の中の人々に共有

されたもの」と述べている ( 伊丹・加護野、2009）。

O’Reilly & Chatman（1986）や E.Schein（1999）も、組織文化が「何を重要とするか」を明確に

し、それに基づく行動を規定する枠組みであると述べている。E.Schein（1999）は、文化を人工物・

信奉された価値・暗黙の仮定という多層的な構造として示し、組織文化が表面的な要素から深層的な

信念にまで及ぶことを示している。

これらを踏まえ、本論文では組織文化を「組織内で共有される価値観、信念、習慣、儀式、行動規

範、コミュニケーション様式の集合であり、組織の一体感を形成し、従業員の行動や意思決定に影響

を与える基本的な基盤である」と定義する。

組織文化は単なる理念の集まりではなく、組織の方向性や一体感を醸成し、外部環境の変化にも柔

軟に対応することが可能となる。強固な組織文化は、従業員の自律的な行動を促し、日々の業務や意

思決定やパフォーマンス向上につながる。一方で、文化が曖昧で共有されていない場合には、内部の

連携が困難になり、変化への対応力も低下する恐れがある。ゆえに、組織文化は企業の成長と変革を

支える重要な要素といえる。

2. アンケート調査からの実証研究

2.1　調査概要

2.1.1　対象者　

個人事業主を除く企業、学校、病院、介護施設、福祉施設など、組織に属する様々な業種、職種の

就業者 187 名の個人を対象に実施した。

2.1.2　方法

アンケート実施期間：2024 年 11 月 6 日～ 15 日

方法：趣旨説明を掲載したアンケート依頼文に質問票の URL、QR コードを添付し、筆者の知人お

よび SBI 大学院大学の在学生・修了生に web 上で配布した。また、知人で所属長の場合には、所属

先の職員にも協力を依頼した。個人が特定されないように名前、勤め先、職種は無記名で実施した。
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2.1.3　調査質問構成（付録）

質問構成は、①個人と組織の属性、②経営理念、③リーダーの経営理念への姿勢、④リーダーのエ

ンゲージメントへの姿勢、⑤従業員のエンゲージメント、⑥エンゲージメントの組織文化、⑦ワーク・

エンゲージメント（仕事に対する状態）、７つのカテゴリー、40 質問を設定した。

「組織の経営理念への共感」の質問と質問③～⑥の回答は、「とてもそう思う」、「そう思う」、「どち

らとも言えない」、「そう思わない」、「全くそう思わない」のリッカートスケール法の 5 段階にした。

経営理念の浸透状況については、松岡（1997）の「経営理念の浸透レベル（図表 1）」に、筆者が

「レベル 0：言葉の存在を知っている。覚えていない。」を追加し 5 段階とした。

図表 1　経営理念の浸透レベル  出所 : 松岡（1997）を筆者が一部追記して作成した

浅い
↑

↓
深い

レベル 内容

0
言葉の存在を知っている。
覚えていない。

1
言葉の存在を知っている。
言葉を覚えている。

2
理念を象徴するような具体例を知っている。
実査に自分で経験したことがある。

3
理念の意味を解釈できる。自分の言葉でいえる。
自分の言葉でいえる。

4
理念を行動に結びつける。
行動の前提となる。こだわる。

ワーク・エンゲージメント（仕事に対する状態）の項目は、先行研究でも広く使用されている

Schaufel（2002）が開発した UWES 短縮版（下位尺度 3 項目ずつの 9 項目）を使用した（図表 2）。「全

くない（0 点）」～「いつも感じる（6 点）」の７段階とした。

図表 2　UWES 短縮版（日本語版９項目） 出所：島津（2014）

ほとんど
感じない

めったに
感じない

時々感じる よく感じる
とてもよく

感じる
いつも
感じる

0 1 2 3 4 5 6

（全くない） 
（1 年に
数回以下） 

（1 ヶ月に
1 回以下）

（1 ヶ月に
数回） 

（1 週間に
1 回）

（1 週間に
数回）

（毎日）

1. 仕事をしていると、 活力がみなぎるように感じる。（活力 1）
2. 職場では、 元気が出て精力的になるように感じる。（活力 2）
3. 仕事に熱心である。（熱意 1）
4. 仕事は、 私に活力を与えてくれる。（熱意 2）
5. 朝、目がさめると、 さあ仕事へ行こう、という気持ちになる。（活力 3）
6. 仕事に没頭しているとき、幸せだと感じる。（没頭 1）
7. 自分の仕事に誇りを感じる。（熱意 3）
8. 私は仕事にのめり込んでいる。（没頭 2）
9. 仕事をしていると、 つい夢中になってしまう。（没頭 3）
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経営理念を共有または浸透するための取り組みについては、①明示、②朝礼等で唱和、③研修の実施、

④入職時のオリエンテーション等で説明、⑤経営幹部層からの定期的な発信、⑥取り組みなし、⑦わ

からない、の複数選択式で質問した。さらに「その他」に自由記述欄を設けた。

2.1.4　分析方法

「経営理念の有無」、「経営理念の共感」、各属性と経営理念の浸透レベルは、割合（％）を算出した。

仮説検証として、「経営理念の浸透レベル」および「組織の経営理念の共感」以外は、各項目の合

計点の平均値を用いて集計し、スペアマンの順位相関係数を用いて相関分析をした。

相関分析

仮説 1、　①「経営理念の浸透レベル」と「組織の経営理念の共感」の相関

	 ②「従業員のエンゲージメント」と「経営理念の浸透レベル」の相関

仮説 2、　①「組織の経営理念の共感」と「リーダーの経営理念への姿勢」の相関

	 ②「経営理念の浸透レベル」と「リーダーの経営理念への姿勢」の相関

	 ③「従業員のエンゲージメント」と「リーダーのエンゲージ メントへの姿勢」の相関

仮説 3、　①「ワーク・エンゲージメント」と「従業員のエンゲージメント」の相関

仮説 4、　①「エンゲージメントの組織文化」と「経営理念の浸透レベル」の相関

	 ②「エンゲージメントの組織文化」と「従業員のエンゲージメント」の相関

	 ③「エンゲージメントの組織文化」と「ワーク・エンゲージメント」の相関

2.2　結果　

（1）属性と経営理念

　①雇用形態においては、正社員 184 名、契約社員 1 名、非正規社員は 2 名だった。

　②�経営理念に関する項目「組織の経営理念の有無」については、95％（177 名）の人が「ある」

と回答、その中で「とてもそう思う 27％（27 名）」「そう思う 63％（112 名）」と 90％の人が、

自分の組織の経営理念への共感を示していた。

　③�全体での経営理念の浸透レベルの割合は、浸透レベル 4 は 11％、浸透レベル 3 は 18％、浸

透レベル 2 は 19％、浸透レベル 1 は 46％、浸透レベル 0 は 6％という結果となった。

　④�各属性の経営理念の浸透レベルでは「現在勤めている職場での勤続年数」（図表 3）、「組織で

の役割」（図表 4）、「所属部署のメンバー（スタッフ）の人数」（図表 5）、「所属部署の上司の

人数」（図表 6）の結果となった。

（2）経営理念を共有または浸透するための取り組みについて

98％の人が取り組んでいるとの回答があり、2 項目と 3 項目、複数での取り組みが多かった。

（3）相関分析（図表 7）

有意水準 5％で相関係数 0.2 以上を相関係数があるとした。
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図表 7 相関分析結果　「＊」は 5％水準で有意を示す

仮説 変数項目 相関係数 P 値

仮説 1

①
経営理念の浸透レベル (n=177) 

0.227* 0.00237
組織の経営理念の共感 (n=177)

②
従業員のエンゲージメント (n=177)

0.285* 0.000122
経営理念の浸透レベル (n=177)

仮説 2

①
組織の経営理念の共感 (n=177)

0.394* 0.0000000557
リーダーの経営理念への姿勢 (n=177) 

②
経営理念の浸透レベル (n=177)

0.172 0.022
リーダーの経営理念への姿勢 (n=177)

③
従業員のエンゲージメント (n=187)

0.506* 1.42e-13
リーダーのエンゲージメントへの姿勢 (n=187)

仮説 3 ①
ワーク・エンゲージメント (n=187)

0.688* 1.52e-27
従業員のエンゲージメント (n=187) 

仮説 4

①
エンゲージメントの組織文化 (n=177) 

0.044 0.559
経営理念の浸透レベル (n=177)

②
エンゲージメントの組織文化 (n=187) 

0.608* 2.63e-20
従業員のエンゲージメント (n=187) 

③
エンゲージメントの組織文化 (n=187)

0.36* 0.000000415
ワーク・エンゲージメント (n=187)
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3. 考察

3.1　経営理念を共有または浸透するための取り組みについて

理念の共有の取り組み施策として「明示」と複数の取り組みがされおり、E.Schein（1999、2010）

が挙げている二次浸透メカニズムや梅澤（1994）が述べているインナーコミュニケーション、インナー

イベントの浸透施策と考えられる。

3.2　属性と経営理念の浸透レベルについて

勤続 10 年以上で浸透レベル 3・4 が多く、同じ組織に長く所属することで、経営理念を理

解・ 共 感 し、 行 動 に 反 映 さ せ る 機 会 が 多 く な る と 示 唆 さ れ る。 廣 川・ 芳 賀（2015） は、 理

念の理解や共感、行動への反映には時間と実践の積み重ねが必要と述べている。一方、新入

社 員 に は、 理 念 の 基 本 理 解 や 共 感 を 育 む 教 育 と、 業 務 で の 実 践 機 会 の 活 用 が 有 効 と 考 え ら

れ る。 さ ら に、E.Schein（1999、2010） や 田 中（2006） は、 リ ー ダ ー の 言 動 が 理 念 浸 透

の一次的メカニズムであり、「結節点」として体現し、対話で支援する重要性を述べている。 

上位役職者ほど浸透が高かったのは、理念に基づく意思決定の機会が多いためと考えられる。

「20 ～ 50 人未満」の組織では浸透レベル 0 がなく、中規模組織はばらつきが少なく、コミュ

ニケーションの取りやすさが影響している可能性がある。小規模組織では、上位役職者が従業

員と密に関わり、迅速なフィードバックを通じ、個人レベルで深く浸透しやすいと考えられる。 

上司の数では、1 人の組織で浸透レベル 4 が多く、5 人以上ではレベル 0・1 が多かった。上司が

少ない方が理念のメッセージが一貫し、対話や観察がしやすいためと考えられる（E.Schein, 1999, 

2010）。逆に、上司が多い場合はメッセージが分散し、解釈にばらつきが生じやすいため、リーダー

間の擦り合わせやガイドラインの活用によって一貫性を保つことが重要である。

3.3　仮説について

仮説 1）�経営理念が従業員に浸透している組織では、従業員のエンゲージメントが高い。

従業員が経営理念に対して共感を抱くことと、経営理念の浸透レベルに有意な正の相関が認められ

た。

梅澤（1994）は、経営理念が浸透するためには、従業員が理念を認識し、共感と納得することで、

理念が日々の行動規範や意思決定基準として組織内に定着していくと述べ、理念が組織内で信念とし

て受け入れられる価値観として共有されることが、理念の浸透に関する要素の一つであることが示唆

される。理念に共感を抱く従業員は、組織の目標や価値観を自らの価値観と一致させやすい傾向があ

り、個々の意思決定や行動に影響を与え、理念を日常業務に反映させる基盤となる可能性がある。

高（2010）の研究での共分散構造分析では、「共感」から「認識」に対しての有意な関係がみられ、

内容の理解や認識が行動への反映を促進することを明らかにしている。また、情緒的コミットメント

が高いほど理念への共感が強くなるということも示している。

本研究の結果は、経営理念の浸透が従業員の行動に影響を与えるプロセスの中で、理念の共感が浸

透度と関連する重要な要素の一つであることを示唆している。

「従業員のエンゲージメント」と「経営理念の浸透レベル」の間に有意な正の相関が認められ、経

営理念の浸透レベルが高い組織では、従業員のエンゲージメントも高い傾向があることが示唆される。

高尾・王（2011）は、理念への理解や共感が高いほど従業員が仕事に誠実に取り組むことを示し、
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経営理念が従業員の心理面や行動面に対して実質的な影響力を持つことを示唆している。このことは、

理念の実践が従業員の「自己効力感」を高め、職務への充実感や組織への帰属意識が向上されること

が示唆され、理念が浸透することで従業員のエンゲージメントの向上と関連があると考えられる。さ

らに、廣川・芳賀（2015）は、経営理念が深く浸透することで、従業員の内発的動機づけやアイデンティ

ティの形成に寄与し、それが組織行動や個人の成果に結びつくと述べており、理念が、従業員の価値

観や行動に深く浸透することでエンゲージメント向上に寄与することが示唆される。

経営理念が浸透している組織では、従業員が理念を行動基準として受け入れ、自律性や充実感が高

まり、エンゲージメントとの高さとに関連していると考えられる。また、理念は行動規範を明確にし、

コミュニケーションやチームワークを促進して、組織目標との繋がりを理解しやすくすることで、仕

事への誇りや熱意を高め、エンゲージメントが向上する可能性がある。また、理念を従業員個人の価

値観と結びつけるには、従業員が理念を「自分ごと」として捉え、行動に落とし込むための教育やサ

ポート体制の整備が必要である。

以上の結果から、組織の経営理念への共感と理念の浸透には関連があり、経営理念の浸透プロセス

は、組織と従業員の間の信頼や共感と関係している可能性が示唆される。さらに、経営理念の浸透が

進むことで、従業員のエンゲージメントが高い傾向があることも示唆される。

仮説 2）�効果的なリーダーシップが存在する組織では、経営理念の浸透が促進され、従業員のエンゲー

ジメントが向上する。

「組織の経営理念の共感」と「リーダーの経営理念への姿勢」の間に有意な正の相関が認められ、リー

ダーが経営理念に基づく意思決定や行動を示すことが、従業員にとっては理念の実践可能性を具体的

に理解する一助となる可能性がある。

リーダーの言動や行動は、経営理念への共感を高める「一次的浸透メカニズム」として機能し、

リーダーが理念を体現し、その意義を日常的に伝え続けることで、従業員の共感的理解が促進される

（Schein, 1999, 2010, 田中，2006）。また、高尾・王（2011）は、上司が経営理念に積極的に取り

組むほど、部下の共感度や理念に基づいた行動が高まると述べている。これらの知見は、理念が「トッ

プダウン型の指針」ではなく、現場での相互理解や実践を通じて育まれる「双方向的な価値観」とし

て機能すべきであることを示している。そのためには、理念に基づいた具体的な事例や成功体験を共

有し、従業員が自身の業務の中で理念を実感できるような機会や仕組みを整えることが重要であり、

これが理念のさらなる浸透を促進する可能性を示している。

「経営理念の浸透レベル」と「リーダーの経営理念への姿勢」の間に有意な相関が見られなかった。

金井（1991）は、経営理念の解釈が現場での試行錯誤や議論を通じてボトムアップで構築される

ことが重要と述べており、理念浸透にはリーダーの行動以外の組織文化やコミュニケーションの質、

現場の自律的な取り組みなどが影響する可能性がある。例えば、組織全体で理念を共有するためには、

リーダー以外の従業員間での理念に基づく対話や、具体的な教育プログラムの実施が不可欠である。

また、梅澤（1994）は、インナーコミュニケーションやインナーイベントなどの理念が日常業務に

浸透する仕組みの重要性を述べている。

このことは、理念の浸透を促進するためには、リーダーシップだけでなく、組織全体での包括的な

施策を検討することが重要であることが考えられる。さらに、理念の浸透レベルがリーダーの行動と

相関しない要因には、従業員の理念に対する受容度や、組織の規模による違いが影響している可能性

がある。このことから、理念浸透のプロセスは単一の要因では説明できず、多面的な要因を考慮した
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取り組みが求められることが示唆される。

「従業員のエンゲージメント」と「リーダーのエンゲージメントへの姿勢」との間に有意な正の

相関が認められ、リーダーの行動と従業員のエンゲージメントの関連性が示唆され、リーダーが

積極的にフィードバックを行い、努力を認識・評価することは、エンゲージメント向上に関係し

ている可能性がある。MacLeod & Clarke（2009）は、エンゲージメント向上の要因として「リー

ダーシップ」「エンゲージしているマネージャー」「発言」「誠実さ」の 4 点を挙げ、「リーダーシッ

プ」は目的と自身の貢献を結びつける物語（narrative）を通じて、理念浸透とエンゲージメントを

促進する。「エンゲージしているマネージャー」は努力を評価し、支援やフィードバックを通じて

成長を促す。「発言」が保障された環境では、従業員は意見が組織に影響すると感じ、主体的な関

与が高まる。「誠実さ」は組織が価値観に沿って行動することで信頼とエンゲージメントを強める。 

これらの要素が重なり合うことで、リーダーの行動は従業員が価値観を行動に反映させる心理的契機

となり、理念の内面化を促し、その過程で心理的充実感や組織への愛着が高まり、理念の浸透とエン

ゲージメントが相互に関係していることが示唆される。また、理念浸透を媒介としたプロセスを通じ

て、リーダーの行動が間接的にエンゲージメントを高める可能性もある。

以上のことから、リーダーシップは、経営理念への共感や従業員のエンゲージメントと関連し、そ

の浸透にはリーダーの行動だけでなく、現場の自律的な取り組みや組織全体の施策が影響を与える。

特に Edmondson（2018）が示す「心理的安全性」は、理念への共感を促す重要な要素であり、自由

に意見を交換できる環境が、従業員間の信頼や協力、理念の共有に関連していることが示唆される。

リーダーは理念と現場をつなぐ「結節点」として機能し、トップダウンとボトムアップの両面から理

念の浸透とエンゲージメント向上を促進すると考えられる。

仮説 3）�従業員のエンゲージメントが向上することで、仕事に関するポジティブで充実した心理状態

になる。

「ワーク・エンゲージメント」と「従業員のエンゲージメント」の間に有意な正の相関が認められた。

Bakker（2011）は、エンゲージメントの高い従業員は、身体、認知、感情のすべてを自分の役割に

集中、仕事に対して没頭し、目標達成に向けて専念して意欲的に取り組んでいると述べている。また、

島津は（2015）は、ワーク・エンゲージメントが高い従業員は、仕事に誇りを感じ、熱心に取り組み、

仕事に対して活力的に活き活きとしている状態にあると述べている。

このことから、エンゲージメントは単なる満足感とは異なり、仕事に対する熱意や没頭、活力といっ

たポジティブな心理状態であり、エンゲージメントの高い職場環境が従業員個人のポジティブな心理

状態を支える土台となることが示唆される。

向江（2018）は、ワーク・エンゲージメント向上の取り組みが、従業員の健康や業務態度、パフォー

マンスを向上させるだけでなく、組織へのコミットメントを高めるポジティブな効果をもたらすと述

べている。

以上のことから、従業員のエンゲージメントが個人の心理的な充実感を高めるだけでなく、実際の

業務行動や組織のパフォーマンスと成果にも影響を及ぼすことが示唆される。そして、従業員のエン

ゲージメントと関連する要素として、組織内での目標共有や価値観の一致が重要である可能性が示唆

される。また、この共有は、個人の職務に対する心理的充実感と関連しており、業務への熱意や集中

力と関連する要素の一つである可能性が示唆される。さらに、エンゲージメントの高い環境では、従

業員が自らの努力が組織の成果に結びついていると認識しやすくなる傾向があり、これが仕事への没
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頭と関連していることが示唆される。

仮説 4）�経営理念の浸透レベル、従業員のエンゲージメントが高い組織は、エンゲージメントの組織

文化が形成されやすい。

本 研 究 に お い て、「 エ ン ゲ ー ジ メ ン ト の 組 織 文 化 」 と「 経 営 理 念 の 浸 透 レ ベ ル 」 と の 間

に 相 関 の 関 係 は 認 め ら れ な か っ た。 理 由 と し て、 梅 澤（1994） は、 理 念 に 基 づ い た 企 業

文 化・ 社 風 づ く り に は、 従 業 員 が 経 営 的 な 制 度 や 施 策 に 関 わ る こ と が 必 要 と し て い る。 ま

た、 理 念 が 組 織 文 化 と し て 定 着 す る に は、 組 織 全 体 で 理 念 を「 体 現 化 」 し、 企 業 の 存 在 と

活 動 の全 様 式（製 品、 制 度、施 策、 社 員 の 行 動 様 式 ） に 組 み 込 む こ と が 必 要 と 述 べ て い る。 

したがって、経営理念が組織全体に影響を与えるには多面的かつ時間を要するアプローチが必要であ

り、理念の浸透が直ちに組織文化に結びつくとは限らないことが示唆される。さらに、理念は個人の

価値観や行動に影響を及ぼしながら、徐々に組織全体へ波及する。その過程において、理念浸透がエ

ンゲージメントの組織文化形成と関連するには中間要因が影響している可能性があると考えられる。

以上から、経営理念が組織文化と関連するには、理念の浸透だけでは不十分であり、他の要因の影

響も考慮する必要があると示唆される。

「エンゲージメントの組織文化」と「従業員のエンゲージメント」、「エンゲージメントの組織文化」

と「ワーク・エンゲージメント」、それぞれに有意な正の相関関係が認められ、ポジティブな態度や

行動が組織全体に広がることで、エンゲージメントを中心とした組織文化が形成される傾向を示して

いる。

Bakker（2011）は、エンゲージメントの高い従業員は裁量的な努力を通じて組織に貢献し、ポ

ジティブな状態で働く傾向があると述べている。また、その熱意や没頭は他の従業員にも波及

し、組織全体に良い影響を与え、パフォーマンス向上に寄与する可能性があると述べている。 

向江（2018）は、ワーク・エンゲージメントが組織へのコミットメントやパフォーマンス向上を

促進すると述べ、エンゲージメントを軸にした行動が組織文化の基盤になり得ると述べている。 

エ ン ゲ ー ジ メ ン ト の 高 い 従 業 員 は 他 者 に 良 い 影 響 を 与 え る（ ロ ー ル モ デ ル 効 果 ） こ と が

あ り、 そ の 価 値 観 や 行 動 が チ ー ム や 組 織 全 体 に 反 映 さ れ る 傾 向 が あ る こ と が 示 唆 さ れ る。 

こうしたポジティブな働きかけが共有されることで、エンゲージメントの高い従業員が組織の価値観

を実践する機会が増え、その土台となる可能性がある。さらに、従業員の熱意や活力は、組織内の相

互作用を通じてエンゲージメント文化の醸成にもつながると考えられる。

本研究では、経営理念の浸透、リーダーシップの役割、エンゲージメント、それを基盤とする組織

文化形成の要素を検討した。理念が従業員に共感をもって受容・内面化されることで主体的行動とエ

ンゲージメントが促進されることが示唆された。さらに、リーダーの理念体現や日常の対話が媒介と

なり、熱意や活力が波及して文化が醸成される。文化の定着には理念、リーダーシップ、自律的行動、

施策、対話など多面的要因が継続的かつ相互に作用するプロセスが必要である。

4. 今後の課題

本研究では、経営理念の浸透、リーダーシップ、エンゲージメントとの関連性、及びそれが基盤と

なる組織文化との関係性を検討した。今後の課題として、①業種や組織規模の違いによる影響も考慮



SBI 大学院大学紀要　第 13 号

－ 227 －

し、多様な組織を対象とした比較研究が必要である。②リーダーシップは理念への共感やエンゲージ

メント向上と関連するが、スタイルの違いは十分に検討されておらず、今後の研究が求められる。③

本研究ではリーダーの役割に焦点を当てたが、従業員主導の理念浸透の検討は不十分であり、自主的

対話や協働が果たす役割の解明が必要である。④理念浸透から文化形成への過程には、心理的安全性

や自己効力感といった媒介要因が存在する可能性があり、今後はその解明も求められる。⑤理念浸透

や文化形成には時間を要するため、今後は縦断的研究の必要性もある。⑥本研究では具体的な実践方

法や施策提案には踏み込んでおらず、今後は教育・評価制度を含む実装面での検討と効果検証が必要

である。

5. 総括

本研究の結果から、経営理念の浸透、リーダーシップ、エンゲージメント向上、そして、エンゲー

ジメントを基盤とした組織文化の形成は、それぞれが独立して存在するのではなく、相互に連関し合

いながら組織の持続的成長と関係している可能性が示唆された。特に、リーダーの役割は、共感を通

じた経営理念の浸透とエンゲージメントとの関連性が示され、「結節点」として機能し、組織全体に

ポジティブな影響を与える要因の一つとなる可能性がある。また、組織文化の形成には、トップダウ

ンだけでなくボトムアップのアプローチも重要であり、組織全体での包括的な取り組みが求められる。

さらに近年、組織における多様性の尊重が注目されており、価値観や背景の異なる構成員が共存する

中で、経営理念は共通の指針として機能しうる。理念の共有は、相互理解と一体感を醸成し、多様性

を包含する組織文化やエンゲージメントの向上にも寄与すると考えられる。
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　　　　　　　　　　　　付録　経営理念とエンゲージメントに関するアンケート

質問番号 質問項目と質問内容　　　　　　 カテゴリー項目

3

　組織での役割
　・役員（戦略的意思決定に関与）　・部長（部門や部署の責任者）
　・課長／係長／主任／副係長／副主任（部署やチームの管理者）
　・リーダー（正式な役職はないが、メンバーを指導、まとめている）
　・一般職　・その他

4

　所属部署のメンバー（スタッフ）の人数
　　　・10人未満　　・10人～20人未満　・20人～30人未満　・30人～40人未満　・40人～50人未満
　　　・50以上

8

質問6で「ある」と回答した方へ
　組織の経営理念に「共感」していますか。（※）
　　①とてもそう思う　②そう思う　③どちらとも言えない　④そう思わない　⑤全くそう思わない

9

質問6で「ある」と回答した方へ
　あなたの経営理念に関する状況について教えてください。
　　①言葉の存在を知っている。覚えていない。
　　②言葉の存在を知っている。言葉を覚えている。
　　③理念を象徴するような具体例を知っている。実際に自分で経験したことがある。
　　④理念の意味を解釈できる。自分の言葉で言える。
　　⑤理念を行動に結びつける。行動の前提となる。こだわる。

　下記の質問10～質問31までは５段階評価で回答(※)
　　①とてもそう思う　②そう思う　③どちらとも言えない　④そう思わない　⑤全くそう思わない

10 　あなたの上司は、日常の業務において、経営理念を基にした行動や意思決定を行っていますか。
11 　あなた上司は、経営理念を部下に理解させるために、具体的なエピソードや経験を用いて説明をしていますか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
12 　あなたの上司は、部下に経営理念に沿った判断や行動に対してサポートしていますか。
13 　あなたが経営理念に沿った行動を示した際、上司から評価やフィードバックを受けることがありますか

14 　あなたの上司は、あなたの役割やミッションを明確にし、わかりやすく伝えていますか。

15 　あなたの上司は、あなたの意見・提案に真摯に耳を傾け、積極的に取り入れる姿勢はみられますか。 
16 　あなたの上司は、あなたの能力開発や成長を促すためのコミュニケーション（フィードバック含）をとっていますか。 
17 　仕事の成果に対して上司から賞賛がありますか。
18 　失敗や問題が生じた時に上司からの支援がありますか。
19 　上司は、メンバー（スタッフ）の多様な価値観を尊重していますか。
20 　仕事を通じて成長していると感じますか。　　
21 　組織（会社や所属部門、部署）に対して貢献している実感はありますか。　　
22 　自分が組織から何を期待されているかを理解していますか。
23 　自分の役割や職務にやりがいを感じていますか。　　　　　　　　　　　　　
24 　自分の組織（会社や所属部門・部署）を、「働く」職場として、知人にも勧めたいですか。　　　　　
25 　自分の組織（会社や所属部門、部署）に愛着を感じますか。　　　　　　　　　　　　　　　　　
26 　この組織（会社や所属部門、部署）の一員であることを嬉しく思いますか。　　　　　　　
27 　 あなたの組織（会社や所属部門、部署）は、キャリアアップができる制度やシステムが充実していますか。　　
28 　 あなたの組織（会社や所属部門、部署）は、多様な価値観やお互いの意見が尊重される雰囲気がありますか。　　　
29 　 あなたの組織（会社や所属部門、部署）は、お互いに賞賛し合い、困っているときに支え合う雰囲気ですか。　　　
30 　 自分の仕事は適正に評価されていると思いますか。　　　　　　　　　　　　　　
31 　 自分が行っている仕事について、公正に処遇（給与、昇進、昇格）を得ていると思いますか。　　　　　　

32 　仕事をしていると、活力がみなぎるように感じる。
33 　職場では、元気が出て精力的になるように感じる。
34 　自分の仕事に熱心である。
35 　仕事は、私に活力を与えてくれる。
36 　朝、目がさめると、さあ仕事へ行こう、という気持ちになる。
37 　仕事に没頭しているとき、幸せだと感じる。
38 　自分の仕事に誇りを感じる。
39 　私は仕事にのめり込んでいる。
40 　仕事をしていると、つい夢中になってしまう。

（注）※を付けている項目は、分析にあたっては回答項目の逆転処理を施している。

リーダーの経営理念へ
の姿勢

1
　勤続年数
　　　６ヶ月未満、１年未満、１年～３年未満、3年～5年未満、5年～10年未満、10年以上

個人と組織の属性
項目

2
　雇用形態
　　　正社員、契約社員、非正規社員、その他（　　　）

5
　所属部署の上司の人数
　　1人、2人、3人、4人、5人以上

6
　あなたの組織には、経営理念がありますか（企業理念、基本理念を含む）
　　①ある　②ない　③わからない　④その他（　　　）

経営理念の項目

7

　質問6で「ある」と回答した方へ
　経営理念を共有または浸透するための取り組みについて教えてください。（複数回答可）
　　①明示している（社内掲示、ホームページで掲載など）　②ミーティング（朝礼等）で唱和をしている
　　③定期的に研修を実施している　④入職時のオリエンテーション等で説明がある
　　⑤定期的に経営幹部層からメッセージがある　⑥取り組んでいない ⑦わからない　⑧その他（　　　　　　　）

リーダーのエンゲージ
メントへの姿勢

従業員の
エンゲージメント

エンゲージメントの
組織文化

　質問32～質問40は7段階で回答
　　①全くない　　②ほとんど感じない（１年に数回以下）　③めったに感じない（１ヶ月に１回以下）
　　④時々感じる（１ヶ月に数回）　　⑤よく感じる（１週間に１回）　⑥とてもよく感じる（１週間に数回）
　　⑦いつも感じる（毎日）

ワーク・
エンゲージメント

（仕事に対する状態）
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